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特定非営利活動法人 青夕年白支援助センター 定款

第 1章 鑢則

(名 称)

第 1条  この法人は、特定非学利活動法人 守少年白主浚助センター という。

(事務所)

第 2条  この法人の事務所を東京都福生市大字福生字式蔵野 2351春 地 1に工 く。
2 この法人は、前項のほか、従たる事務所を愛■県蒲都市二谷北近 5丁 日14
1ふ地にヱ く。
3 この法人は、前項のほか、従たる事務所を東京都足主区十住二丁目6春 12
ツオー ド十住壱春常 4時 にこ く。
4.こ の法人は、前項のほか、従たる事み所を東京都板格区板格 3丁 目6春 17子
SKTビ ル2階 B・ C室 に三 く。
5.こ の法人は、前項のほか、従たる事務所を東京都′ヽ工子市東町 3春 10子 山
暮ビル3暗・ 4階に三 く。

(目 的)

第 3条  この法人は、不登杖ないし引きこもり等を経験 したため、スはその状態を継
続 しているために、一般的な就職等による社会的な自立が困難になると予想さ

れる、人は現実に困難になっている青少年 (以下「青少年」という)に対 して、
不養狡ないし引きこもリキの状えから脱ヤする機会を提供 し、かつ、社会的自

立を投功する活動として、社会参か上重要な集田生活、共同作業等の基礎
'|1誅を行 う場、及び模擬的な就業体験の場などを提供することに関する事業を行い、

■少年が、各人の個性に應 した社会的自主の機会を獲得することに寄与するこ

とを目的とする。

(特定非営利滲動の種類)

第4条  この法人は、前条の目的を逹茂するため、次の種類の特定非学利活動を行 う。
(1)社会教育の推進を図る治勁
(2)子 どもの健全育ムを図る活動
(3)保健、医泰スは福社の増進を図る活動        ―

(4)環塊の保全を図る活動
(5)男 女共同参蒟社会の形茂の促,Lを 図る活動
(6)特 定非営利活動を行 う団体の理誉スは活動に関する豊格、助言スは俊助
の活動

(事業の種類)

第 5条  この法人は、第 3条の目的を逹茂するため、特定4F学利活動に係る事業とし
て、次の事業を行 う。

(1)青 少年に不昼杖ないし引きこもり等からの脱キの機会を与え、人、集団
生活、共同作業等の社会参か基礎ウll保の場 を提供するための案施設未生

活指導樅 の運営

(2)不 養杖、引きこもりであった青少年が、自立を目指す一環として就労体
験 をする機会を提供する事業

(3)上t(2)の 事業として、漬物用野束のか工事業、漬物、海産物等の物
l



品販売及び乳製品等の製ミ販売事業、衣類・家具等のリサイタル商品の販

売及び失札販売、 リサイタル資源の■商品化業務及びその受託業務、清掃
及びハウスクリーニング事業及びその請負事業、その化 上記事業に関連
する諸事業の運営

(4)青少年とその保護者に対する相談事業
(5)青夕年の社会的自立に関する情報提供事業
(6)ホ ームヘルバー養茂講座等、社会福祉関二人材春蔵のための詩習会開催
及び青夕年代金育茂者春蔵講座等、社会教育関二人材恭茂のための議習

会開催

(7)~青 少年、高蛉オ、ヽ身障害者等に対する移送・家事・搭合・清掃及び生

活次二え薇・就労ウ|1誅等の福祉サービス事業

(8)上記 (7)の事業として、グループホーム理学事業、地域生活え抜セン
ター運営事業、ガィド及びホームヘルプサービス提供事業、自立え俊セン

ター理学事業等の地域福社増進のための事業

(9)眸害者然合え検法に基づく障害者に対する就労え被・生活え検・相談え
俊等の事業

(10)児童福祉法に基づく障害児近所え俊事業、児童福祉法に基づく障害児
相談え薇事業

(11)フ ァミリーサポートセンター事業等、男女共同参出社会促t事業
(12)リ サイタル資源の口帆・■利用促■事業
(13)特定非営利活動を行 う団体に対する情淑提供・助言等のえ伐事業
(14)上t(5)(13)の 事業の一環として出版事業
(15)上記 (2)(5)の 事業の一環として来料職業紹介事業
(16)そ の他 上え事業に関豊する諸事業

第 2幸 会員

(種別)

第 6条  この法人の会員は、次の 5種 とし、工会員をもって特定非営利活動促t法 (以
下「法」という。)上の社員とする。
(1)工会員       この法人の目的に贅同 して入会 した個人

(2)贅助会員      この法人の事業を贅勁するため入会 した個人
(3)贅助法人会員    この法人の事薫を贅勁するため入会 した法人
(4)特別会員・名誉会貝 この法人に功労のあったオスは学裁経験オで特別

会員スは名誉会員として理事会において推薦 され

た個人スは団体

(入会)

第 7条 会員の入会については、特に条件はためない。
2工会員及び贅助会貝並びに贅功法人会長として入会 しようとする者は、その

旨を記載 した入会申ヽまを理事長に提出し、その承認を得なければならない。

3特別会員スは名誉会員に推薦 されたオは、入会の手続 を姜せず、本人のネ4
をもって会員となる。

(入会全及び会費)

第 8条 名誉会員を除 く会員は、鑢会において別にためる入会金及び会費を納入 しな
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ければならない。

(会員の奇格の実失)

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その奇格 を実失する。
(1)麟 んの提出をしたとき。
(2)本人がえ亡し、若 しくは失踪宣告を受け、スは会員である団体が消滅 し
たとき。

(3)継続 して 3年以上会費を滞納 したとき。
(4)際名 されたとき。

(追会)

第 10各 会員は、こ会届を理事長に提出して、任意に二会することがで きる。

(際名)

第 11条 会員が次の各子の一に該当する場合には、鯰会の議決により、これを際名
することができる。

(1)こ の畝 等に逍え したとき。
(2)こ の法人の名誉を傷つけ、スは目的にえする行為をしたとき。
2 前項の規定により会員を際名 しようとする場合は、議決の前に当該会貝に弁
明の機会を与えなければならない。

第 3章 役員

(種別及び定数 )

第 12条  この法人に、次の役員を二 く。
(1)理事 9人以上 15人以内
(2)監事 1人

(選任等)

第 13条 理事及び監事は、鑢会においてこ任する。
2 理事の中からそのユニによって、次の役職オを理任する。
(1)理事長 1人
(2)専務理事 1人
(3)常務理事 1人以上 3人以内
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶オ着 しくは二視等以内
の規族が 1人 を超えて合まれ、スは当該役員並びにその配偶オ及び二現等以内
の規族が役員の鑢数の3分の 1を超えて合まれることになってはならない。
4 法第 20条各子のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることがで
きない。

5 監事は、理事スはこの法人の職員を未ねてはならない。

(戦務 )

第 14条 理事長は、この法人を代表 し、その業務を鑢理する。
2 専務理事は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき、人は理事長が久け
たときは、その職`務を代行する。

3 常務理事は、理事会の議決に基づき、この法人の常務 を分担 して処理する。
3



4 理事は、理事会を構茂 し、法今工びにこのたよ及び鑢会の議決に基づ き、こ
の法人の業務を執行する。

5 登事は、次に掲げる職務を行 う。
(1)理事の業務執行の状えを風査すること。
(2)こ の法人の財産のよ滉を豊査すること。
(3)前 2子の規定による豊査の結果、この法人の業務スは財産に関 し、不エ
の行為スは法今着 しくは定款に達えする重大な事実があることを発几した

場合には、これを鑢会スは所轄庁に報告すること。

(4)前 号の報告をするためにス姜がある場合には、鑢会を招集すること。
(5)理事の業務執行のよ光スはこの法人の財産の状元について、理事に意几
をi工べること。

(任期等)

第 15条  役員の任期は、 2年 とする。ただし、■任を妨げない。
2 補欠のため、スは増員により就任 した役 員の任期 は、それぞれの前任オ
スは現任オの任期の残存期間とする。

3 役員は、4任スは任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その
戦務を行わなければならない。

(欠 員補え)

第 16条 理事スは登事のうち、その定数の 3分の 1を 超える者が欠けたときは、遅
滞なくこれを補充 しなければならない。

(解任 )

第 17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、鑢会の議決により、これを解任
することができる。

(1)ヽ 身の故障のため、職務の速行に堪えられないと認められるとき。
(2)戦務上の義務二えその他役員としてふさわしくない行為があったとき。
2 前子の規定により、役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に
弁明の機会を与えなければならない。

(報酬等)

第 18条 役員は、その然数の3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために姜 した費用を弁償することができる。
3 前 2項 に関 し必要な事項は、鑢会の議決を経て、理事長が別にためる。

第4幸 会議

(種別)

第 19条 この法人の会議は、終会及び理事会の 2種 とする。
2 鑢会は、二常鑢会及び臨叶鑢会とする。

(然会の構成)

第20条 鑢会は、工会員をもって構成する。

(鍵会の権能)

第21条 鑢会は、以下の事項について議決する。
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(1)定款の変え
(2)解散及び合併
(3)事業針出及び予算並びにその変更
(4)事業報告及び決算
(5)役員の理任スは解任、戦務及び報酬
(6)入会全及び会費の額
(7)借入金 (そ の事業年度内の収益をもって償長する短期借入:金 を除 く。第
47条において同 じ。)そ の他の新たな義務の負担及び権オ11の次幸
(8)事務局の組織及び運営
(9)そ の他理学に関する童妥事項

(鑢会の開催)

第 22条 通常鑢会は、毎年 1口開催する。
2 臨時然会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が羹姜と認め、招集の諸米をしたとき。
(2)工会員数の 5分の 1以上から会議の目的をえ載 した吉面により招集の請
来があったとき。

(3)監事が第 14条第 5項第 4子の規定に基づいて招集するとき。

(然会の招集)

第23条 鑢会は、前茶第2項第 3子の場合を際いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2子の規定による請求があったときは、
その日から30日 以内に臨時鑢会を招集しなければならない。
3 鑢会を招集する場合には、会議の口時、場所、目的及び客議事項をえ載した
吉衝により、開催の日の少なくとも5日 前までに4■ しなければならない。

(鑢会の議長)

第24条 鑢会の議長は、その鑢会に出席した二会員の中から4出 する。

(然会のた
'こ

数)

第25条 鑢会は、工会員数の2分の 1以上の出席がなければ閉会することはできな
い 。

(鯰会の議決)

第26条 鑢会における議決事項は、第 23条第 3項 の規定によってあらかじめ週妊
した事項 とする。

2 鑢会の議事は、このた款に規定するもののほか、出席 した工会員の通半数を
もって決 し、可呑同数のときは、議長の決するところによる。

(鯰会での表決権等)

第 27条 各工会員の表決権は平等なものとする。
2 やむを得ない理由により鑢会に出席できない工会員は、あらかじめ逍妊 され
た事項について、吉衝をもって表決 し、スは化の工会員を代理人として表決を

委任することができる。

3 前項の規定により表決 した工会員は、前 2条の規定の4用 については出席 し
たものとみなす。

4 鑢会の議決について、特別の利害関係を有する工会員は、その議事の表決に
5



かわる_こ とができない。

(総会の議事録)

第28条 鯰会の議事ついては、次の事項をえ載した議事録を作成しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所
(2)工会貝鑢数及び出席オ数 (吉働表決オスはえ決姜任オがある場合にあっ
ては、その数を付記すること。)

(3)各議事項
(4)議事の径4の概姜及び議決の結果
(5)議事録署名人のこ任に関する事項
2 議事録には、議長及び鑢会においてこ任された議事録署名人 2名 が、え名押

`Fス
は署名しなければならない。

(理学会の構
"0第29条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定款に別にためる事項のほか、次の事項を議決する。
(1)鑢会に付議すべき事項
(2)鑢会の議決した事項の執行に関する事項
(3)そ の他鑢会の議決を妥しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事長が必要を記めたとき。
(2)理事総数の3分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した吉働
により招集の請求があったとき。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、理事長が:lg集する。
2 理事長は、前条第 2号の場合にはその日から10日 以内に理学会を招集しな
ければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び容議事項を記載した
者面により、開催日のりな`くとも3日 前までに近妊 しなければならない。

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決)

第 34条 理事会における議決事項は、第 32条第 3項の規定によってあらかじめ近
妊 した事項とする。

2 理事会の議事は、理事鑢数の邊半数 をもって決 し、可香同数のときは、議長
の決するところによる。

(理事会のた決権等)

第35条 各理事の表決権は、平等なるものとする。
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2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通妊され
た事項について吉働をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の4月 については、
理事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に
かわることができない。                       →

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項をえ載した議事録を作茂 しなければな
らない。

(1)日 時及び場所
(2)理事鑢数、出席オ及び出席オ民名 (す働表決者にあっては、その旨付え
すること。)

(3)各議事項
(4)議事の各員の概妥及び議決の結果
(5)議事録署名人の4任に関する事項
2 議事録には、議長及びその会議においてミ任 された餞事録署名人 2人以上が
宅名押
`Fス
は署名 しなければならない。

第 5華  奇産

(構茂)

第37条  この法人の奇産は、次の各号に掲げるものをもって構茂する。
(1)設立当初の財産日録に記載 された介産
(2)入会金及び会費
(3)寄付金品
(4)財産から生 じる収益
(5)事業に伴 う収益
(6)そ の他のほ益

(区分)

第38条  この法人の資産は、特定非学利活動に係る事業に関する奇産とする。

(管理 )

第39条 この法人の奇産は、理事長が管理し、その方法は、鑢会の議決を経て、理
事長が別にためる。

第6幸 会計

にヽ 計の原則)

第40条  この法人の会針は、法第 27条各号に掲げる原則に従って行Ъ なければな
らない。

(会十区分)

第41条  この法人の会針は、特定非学オll活動に係る事業会針とする。

(事業年度)



第42条  この法人の事業年度は、4年 6月 1日 に始まり、 5月 31日 に終わる。

(事業針出)

第43条 この法人の事業針凸及びこれに伴 う予算は、毎事業年度ごとに理事長
が作成し、鑢会の議決を経なければならない。

(暫え予算)

第44条  前条の規定にかかわらず、やむを行ない理由により予算が咸立 しないとき
は、理事長は、理事会の議決を経て、予算茂立の日まで前事業年度の予算に

準 じ帆益費用を講 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに1,民主した予算の収益費用とみなす。

(予算の逍か及びえ工)

第45条 予算茂主後にやむを行ない事由が生したときは、鑢会の議決を経て、眈定
予算の逍叔 はえ工をすることができる。

(事業薇告及び決算)

第46条  この法人の事業報告書、活動針算吉、岱借対照表及び財産日録等決算に関
する書類は、4事業年度終了後、二やかに、理事長が作成し、監事の監査を
受け、鑢会の議決を経なければならない。

2 決算上利仝金を生したときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措ユ)

第47条  予算をもってためるもののほか、借入金の借入れその他新たな義みの負担
をし、スは権利の次幸をしようとするときは、鑢会の議決を径なければなら

ない。

第 7幸 定款の変え、解散及び合併

(定款の変え)

第48条  この法人が定款を変更しようとするときは、鑢会に出席 した工会員の4分
の3以上の多数による議決を径、かつ、法第 25条第 3項 に規定する事項に
ついては、所格庁の認証を得なければならない。

2こ の法人のたよを変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならな
い事項を除 く。)し たときは、所轄庁にんけ出なければならない。

(解散) ‐

第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)鯰会の決議
(2)目 的とする特定非サ利活動に係る事業の成功の不能
(3)工会員の欠七
(4)合併
(5)破産
(6)所格庁による設立の諷証のス消し
2 前項第 1子の事由によりこの法人が解散するときは、工会員鑢数の4分の 3
以上のネ諾を行なければならない。

3 第 1項第 2号 の事由により解散するときは、所格庁の契えを得なければなら
8



ない。

(清算人の選任 )

第 50粂  この法人が解散 したときは、理事が清算人となる。ただし、合併の場合に
よる解散を除 く。

(合併 )

第 51条 この法人が合併しようとするときは、然会において工会員鑢数の4分の3
以上の議決を経、かつ、所轄庁の拠証を行なければならない。

第8章 グ告の方法

(グ告の方法)

第52条  この法人のダ告は、この法人の掲ホ場に掲示するとともに、官報に掲載 し
て行 う。ただし、法第28各の 2第 1項 に規定する贅借対照たのグ告については、こ
の法メ、のホームページにおいて行 う。

第 9章 事務局

(事務局の設丘)

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設二する。
2 事務局には、事務局長及び羹姜な職員を三く。

(職 員の任危)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(俎書t及び邊セ→

第55条  事務局の組織及び逹学に関し亮妥な事項は、鑢会の議決を経、理事長が別
にためる。

第 10章  雑則

(鮨剌)

第 56条 この定款の施行について必要な鮨則は、理事会の議決を経て、理事長がこ
れをためる。

)

このた款は、この法人の茂立の日からた行する。

この法人の設立当初の役員は、別表のとおりとする。

この法人の設立当時の役員の任期は、第16条第 1項の規定にかかわらず、
この法人の設立の日から1999年 12月 31日 までとする。
この法人の設立当初の事業年度は、第43条の規定にかかわらず、この法人
の設立の日から1999年 12月 31日 までとする。
この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第44条の規定にかかわら
ず、設立鑢会のためるところによる。

この法人の設立当初の入会全及び会費は、第8粂の規定にかかわらず、次に
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掲げる額とする。

(1) 工 会 貝

贅功会員

贅功法人会員

特別会員

10,000円 、会費年額

1,000日 、会費年頼

50,000日 、会費年顔

10,000日 、会費年額

２

３

４

入会全

入会全

入会金

入会全

12,000円

3,000円

50,000円

12,000円
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(別 友)

役 員 名 簿

特定4レ営利活動法人 青少年自立援助センター

役  名
(フ リガナ)

民  名 備考

1 理 事
クドウ サダツグ

エ藤 た次 理事長

2 理 事
クドウ ヒメコ

エ藤 姫子 専務理事

3 理 事

タキカワ ンユウ

ゾウ

施,11 修ニ 常務理事

4 理 事
イノウエ テツオ

丼上 哲夫 常務理事

5 理 事
ナガタ ミノル

永口 守

6 理 事
タケダ  ヒデオ

式口 秀夫

7 理 事
ミハン オサム

ニ格 修

8 理 事

ンノハ ラ ヨンノ

リ

篠原 義則

9 理 事
ヤ ク

夜久

ハ ル コ

晴子

10 理 事
コセキ ングミツ

小関 菫兆

11 理 事
カンザワ キヨエ

神澤 与代杖

監 事
ヨンノ カツクニ

吉野 勝ウll
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